
 

環循適発第2004102号 

環循規発第2004101号 

令 和 ２ 年 ４ 月 1 0 日 

 

各都道府県一般廃棄物行政主管部（局）長 殿 

各都道府県・各政令市産業廃棄物行政主管部（局）長 殿 

 

 

環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課長 

廃棄物規制課長 

（公印省略） 

 

廃棄物処理施設の点検及び機能検査における防護服の 

使用節減の徹底等について（通知） 

 

 廃棄物行政の推進については、かねてより格別の御尽力をいただき御礼申し上げま

す。 

 さて、一般廃棄物の焼却施設（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和46

年政令第300号）第５条）並びに産業廃棄物の焼却施設及び溶融施設（同令第７条第３

号、第５号、第８号、第11号の２、第12号及び第13号の２において定める施設）につ

いては、廃棄物処理施設設置者が廃棄物処理施設の正常な機能を維持するための定期

的な点検及び機能検査（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和46年厚生

省令第35号）第４条の５第１項第14号、第５条及び第12条の６第４号）、電気事業法

施行規則（平成７年通商産業省令第77号）に基づく検査及び施設に異常がある場合に

行う点検等を実施し、ダイオキシン類のばく露リスクがある作業を行う際には、労働

安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号）に基づき、作業員の防護服の着用が義務付

けられているところです。当省においては、今般の新型コロナウイルス感染症の感染

拡大に伴い防護服の確保が困難となっている状況を受け、その確保に向けて取り組ん

でいるところですが、貴職におかれても現状に鑑み、防護服の着用を必要とする作業

を継続的に実施できるよう、下記の事項について、貴管下廃棄物処理施設設置者及び

市区町村に対して周知していただきますようお願いいたします。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４第１項の規定に

基づく技術的な助言であることを申し添えます。 

 

記 

 

１．防護服の節約について 

 廃棄物処理施設の定期的な点検及び機能検査においては、労働安全衛生規則の規定



 

に基づき、点検及び機能検査に従事する者の安全について十分に配慮の上で、次の事

項の実施を検討するなど防護服の節約に努めること。 

・ 臭いや汚れ付着防止のみを目的とする場合は、洗濯可能な作業着や雨具等を

着用するなど真に防護服の着用が必要な作業※に従事する者のみが防護服を

着用すること 

・ 防護服の着用が必要な作業に従事する者の数を合理的な範囲で絞ること 

・ 防護服の着用が必要な作業であって、緊急性の低い作業については延期する

こと 

 

※･･･労働安全衛生規則においては、防護服の着用が必要な作業については別紙のとおり

定められており、当該法令を参照し、必要に応じて管轄する労働基準監督署の確認を得

つつ、安全性に配慮の上で判断すること。 

 

２．廃棄物処理施設の点検及び機能検査の頻度について 

防護服の確保が困難な状況にあっても、国民生活及び国民経済の安定確保に不可欠

な廃棄物処理事業を安定的に継続する観点から、施設の検査及び点検に従事する者の

安全及び施設の安全性の確保を前提とした上で、一般廃棄物の焼却施設について、当

面の間、点検及び機能検査の実施を６か月延期できることとし、「廃棄物の処理及び

清掃に関する法律の運用に伴う留意事項について」（昭和 46 年 10 月 25 日付け環整第

45 号厚生省環境衛生局環境整備課長通知１）において定める機能検査の頻度を「１年

に１回」から「１年６か月に１回」以上に、精密機能検査の頻度を「３年に１回」か

ら「３年６か月に１回」以上とする。 

また、産業廃棄物の焼却施設及び溶融施設に係る、定期的な点検及び機能検査につ

いても、同様の観点から、施設の点検及び機能検査に従事する者の安全及び施設の正

常な機能の確保を前提とした上で、防護服の着用が必要な作業を伴う点検及び機能検

査等の頻度の合理化を検討すること。 

１・・・http://www.env.go.jp/hourei/11/000510.html 

 

３．廃棄物処理に関する業務継続について 

 「緊急事態宣言を踏まえた新型コロナウイルス感染症に係る廃棄物の円滑な処理に

ついて（通知）」（令和２年４月７日付け環循適発第 2004077 号・環循規発第 2004075

号環境省環境再生・資源循環局長通知）において、廃棄物処理事業の継続についてお

知らせしたところであるが、上記の取組を行ってもなお防護服等の資材が不足するこ

とによって焼却施設等の廃棄物処理施設の点検及び機能検査や補修等が実施できず、

廃棄物処理施設の停止に至ることも想定して、その場合の対応策（周辺自治体との防

護服等の融通、周辺自治体等への処理委託、感染性廃棄物の処理先の確保等）につい

ても検討し、必要な対策を講じること。 

 

以上 



 

 

別紙 

労働安全衛生規則（昭和 47 年労働省令第 32 号） 

 

（特別教育を必要とする業務） 

第三十六条 法第五十九条第三項の厚生労働省令で定める危険又は有害な業務は、

次のとおりとする。 

 （略） 

三十四 ダイオキシン類対策特別措置法施行令(平成十一年政令第四百三十三

号)別表第一第五号に掲げる廃棄物焼却炉を有する廃棄物の焼却施設(第九十

条第五号の三を除き、以下「廃棄物の焼却施設」という。)においてばいじん及

び焼却灰その他の燃え殻を取り扱う業務(第三十六号に掲げる業務を除く。) 

三十五 廃棄物の焼却施設に設置された廃棄物焼却炉、集じん機等の設備の保守

点検等の業務 

三十六 廃棄物の焼却施設に設置された廃棄物焼却炉、集じん機等の設備の解体

等の業務及びこれに伴うばいじん及び焼却灰その他の燃え殻を取り扱う業務 

 （略） 

（ダイオキシン類の濃度及び含有率の測定） 

第五百九十二条の二 事業者は、第三十六条第三十四号及び第三十五号に掲げる業

務を行う作業場について、六月以内ごとに一回、定期に、当該作業場における空

気中のダイオキシン類(ダイオキシン類対策特別措置法(平成十一年法律第百五

号)第二条第一項に規定するダイオキシン類をいう。以下同じ。)の濃度を測定し

なければならない。 

２ 事業者は、第三十六条第三十六号に掲げる業務に係る作業を行うときは、当該

作業を開始する前に、当該作業に係る設備の内部に付着した物に含まれるダイオ

キシン類の含有率を測定しなければならない。 

（保護具） 

第五百九十二条の五 事業者は、第三十六条第三十四号から第三十六号までに掲げ

る業務に係る作業に労働者を従事させるときは、第五百九十二条の二第一項及び

第二項の規定によるダイオキシン類の濃度及び含有率の測定の結果に応じて、当

該作業に従事する労働者に防護服、保護眼鏡、呼吸用保護具等適切な保護具を使

用させなければならない。ただし、ダイオキシン類を含む物の発散源を密閉する

設備の設置等当該作業に係るダイオキシン類を含む物の発散を防止するために

有効な措置を講じたときは、この限りでない。 

２ 労働者は、前項の規定により保護具の使用を命じられたときは、当該保護具を

使用しなければならない。 

 



事 務 連 絡 

令和２年４月 10 日 

 

各都道府県・各政令市浄化槽行政主管課 御中 

 

 

              環境省環境再生・資源循環局 

                廃棄物適正処理推進課浄化槽推進室 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る知見の提供について 

 

 

かねてより浄化槽の保守点検や清掃を実施する場合に、作業従事者の皆様に

は、現場の状況に応じた適切な専用着と用具の選定・着用・洗浄するなど、安

全衛生管理に努めていただいているところです。 

新型コロナウイルス感染症に関して、類似のウイルスの水中の挙動や消毒

の効果に関する知見や、作業従事者の安全衛生管理等の知見について、別添

のとおり整理したので、情報提供させていただきます。 

都道府県におかれましては、この旨貴管下市町村（政令指定都市を除く。）

への周知をお願いいたします。 

  



（別添） 

 

１．廃棄物処理における新型コロナウイルス感染症対策に関する Q&A（http:

//www.env.go.jp/saigai/novel_coronavirus_2020/novel_coronavirus_q_a

nd_a.pdf）（環境省）（抜粋） 

１．新型コロナウイルスに関する基礎情報について 

＜新型コロナウイルスの概要＞ 

Ｑ１ 「コロナウイルス」とはどのようなウイルスか。 

Ａ１ これまでに、人に感染する「コロナウイルス」は、７種類見つかってお

り、その中の一つが、昨年 12 月以降に問題となっている、いわゆる「新

型コロナウイルス（SARS-CoV2）」である。このうち、４種類のウイルスは、

一般の風邪の原因の 10～15％（流行期は 35％）を占め、多くは軽症であ

る。残りの２種類のウイルスは、2002 年に発生した「重症急性呼吸器症

候群（ＳＡＲＳ）」や 2012 年以降発生している「中東呼吸器症候群（ＭＥ

ＲＳ）」である。コロナウイルスはあらゆる動物に感染するが、種類の違

う他の動物に感染することは稀である。また、アルコール消毒（70％）な

どで感染力を失うことが知られている。 

（参考）新型コロナウイルスに関する Q&A（厚生労働省） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever

_qa_00001.html#Q1 

 

＜新型コロナウイルスの感染経路＞ 

Ｑ２ 新型コロナウイルス感染症にはどのように感染するか。 

Ａ２ 現時点では、飛沫感染（ひまつかんせん）と接触感染の２つが考えら

れる。 

（１）飛沫感染者の飛沫（くしゃみ、咳、つばなど）と一緒にウイルスが放

出され、他者がそのウイルスを口や鼻から吸い込んで感染する。 

※感染を注意すべき場面：屋内などで、お互いの距離が十分に確保できな

い状況で一定時間を過ごすとき 

（２）接触感染者がくしゃみや咳を手で押さえた後、自らの手で周りの物に

触れると感染者のウイルスが付きます。未感染者がその部分に接触すると

感染者のウイルスが未感染者の手に付着し、感染者に直接接触しなくても

感染する。 

※感染場所の例：電車やバスのつり革、ドアノブ、エスカレーターの手す

http://www.env.go.jp/saigai/novel_coronavirus_2020/novel_coronavirus_q_and_a.pdf
http://www.env.go.jp/saigai/novel_coronavirus_2020/novel_coronavirus_q_and_a.pdf
http://www.env.go.jp/saigai/novel_coronavirus_2020/novel_coronavirus_q_and_a.pdf


り、スイッチなど。 

（参考）新型コロナウイルスに関する Q&A（厚生労働省） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever

_qa_00001.html#Q4 

 

＜基本的な感染防止策＞ 

Ｑ３ 感染を予防するために注意することはあるか。心配な場合には、どのよ

うに対応すればよいか。 

Ａ３ まずは、一般的な感染症対策や健康管理を心がけること。 

具体的には、石けんによる手洗いや手指消毒用アルコールによる消毒な

どを行い、できる限り混雑した場所を避けること。また、十分な睡眠をと

ることも重要。 

また、人込みの多い場所を避けること。屋内でお互いの距離が十分に確

保できない状況で一定時間を過ごすときは注意すること。 

（参考）新型コロナウイルスに関する Q&A（厚生労働省） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever

_qa_00001.html#Q13 

 

 

２．新型コロナウイルス感染症に係る対応について（令和 2.3.9 国土交通省

水管理・国土保全局下水道部下水道企画課企画管理企画指導室課長補佐、流

域管理官付課長補佐 事務連絡） 

１ 下水処理過程でのウイルスの失活について 

SARS コロナウイルスは pH７～８の汚水中、６時間程度で失活することが判

っており、同種の新型コロナウイルスについても、８時間程度の滞留時間を要

する一般的な下水処理（pH７～８）の過程で十分、失活させることが可能であ

ると考えられる。 

 

２ 塩素処理の効果について 

SARS コロナウイルスは大腸菌よりも塩素消毒に感受性※が高いことが判っ

ている。同種の新型コロナウイルスについても、生物処理後に塩素処理を行い、

大腸菌群数を十分低減することで、感染リスクを相当程度、低減することが可

能と考えられる。 

※ 病原体が感染力を失ったり死滅しやすい、すなわち、塩素が効きやすいこと 



【参考】浄化槽の滞留時間 

一般家庭用小型単独処理浄化槽：４日程度 

一般家庭用小型合併処理浄化槽：1.5 日～３日 

 

 

３.「Water, sanitation, hygiene and waste management for the COVID-19 

virus」（WHO Technical brief 3 March 2020）を一部仮訳（抜粋） 

「COVID-19 ウイルスに関する水・衛生・廃棄物管理 技術概要」（世界保健機

関 2020 年 3 月 3 日） 

1.2 飲料水、糞便、下水及び表流水での COVID-19 ウイルスの生存  

飲料水中での生存は可能であるが、類似の性質をもつ他のコロナウイルスが、

水源となる表流水や地下水に存在したり、飲料水を介して感染したりするとい

う事例はない。COVID-19 ウイルスは、外膜が脆弱なエンベロープウイルスで

ある。一般に、エンベロープウイルスは環境中での安定性が低く、塩素等の酸

化剤の影響を受けやすい。COVID-19 ウイルスに関して、水又は下水での生存

に関するデータはないが、このウイルスは、既知の水系感染症である非エンベ

ロープヒト腸内ウイルス（アデノウイルス、ノロウイルス、ロタウイルス、A

型肝炎等）よりもかなり速く不活性化される可能性がある。例えば、ある研究

では、類似コロナウイルスが、脱塩素処理された水道水や 20℃の病院排水中

でわずか 2 日間しか生存しなかったことが分かっている。他の研究でも同様

に、ヒトコロナウイルスの代替ウイルスとして評価に用いられた伝染性胃腸炎

コロナウイルス及びマウス肝炎ウイルスは、2 日（23℃）から 2 週間（25℃）

までで、99.9％死滅している。熱、低 pH、高 pH、日光、一般的な消毒剤（塩

素等）によって、死滅が促進される。  

COVID-19 ウイルスが表流水中でどれくらいの期間生存するか定かではない

が、他のコロナウイルスと同様と思われる。表流水中のヒトコロナウイルスの

生存に関する最近のレビューでは、2 時間から 9 日間までと大きなばらつきが

あった。生存時間は、表流水の種類、温度、相対湿度、ウイルスの特定の株等、

多くの要因に依存する。同じレビューでは、70%エタノール又は次亜塩素酸ナ

トリウム等の一般的な消毒剤を使用して、1 分以内に効果的な不活化を達成で

きることも判明している。 

 

 

 



４．「浄化槽管理士講習テキスト 浄化槽の維持管理」（公益財団法人日本環境

整備教育センター）（抜粋） 

２・３ 予防対策 

（１）感染経路の遮断 

感染症予防の基本原理は、微生物の感染経路を遮断することである。感染経

路の遮断が不十分だと、浄化槽内に病原体が存在した場合、作業従事者にそれ

が感染する危険性がある。また、感染した作業従事者が宿主や保菌者となり、

さらに病原体が伝播して集団感染に発展するリスクも存在する。 

浄化槽内に病原体が存在しない場合でも、日和見感染のリスクを考慮すると、

浄化槽に由来する微生物が作業従事者を経由して伝播することを可能な限り

低減する必要がある。 

微生物を媒介する媒体として代表的なものは「手指」である。この手指を経

由して、人、食品、物品など、様々なものに微生物が伝播する。したがって、

石けんなどで手指をよく洗浄することが、感染経路の基本的かつ効果的で重要

な遮断方法となる。 

 

（２）消毒※ 

処理水の消毒については、消毒槽（室）の構造と機能（第３章）及び保守点

検（第６章）の項目で述べたが、浄化槽の現場作業で作業従事者が利用可能と

思われる消毒薬は、次のとおりである。 

① アルコール系 エタノール、イソプロパノール 

② 界面活性剤系 陽イオン界面活性剤（逆性石けん）、両性界面活性剤 

③ ハロゲン系 塩素、ヨウ素 

④ ビグアナイド系 グルコン酸クロルヘキシジン 

市販の消毒薬を使用する場合、適切な消毒薬を選定することはもちろん、使

用説明書を熟読して、消毒薬の消毒効果を確実にするための前提条件として、

汚れをよく落とすことも重要である。また、消毒薬のような化学的な方法によ

らない消毒法、すなわち、熱や光を利用した消毒法には、次のものがある。 

① 水蒸気消毒 80℃以上の上記を 10 分間以上、被消毒物に接触させる。 

② 煮沸消毒 沸騰水に 2 分以上、被消毒物を浸漬させる。 

③ 日光消毒※ 太陽光の赤外線（光量の 55％）を利用して、被消毒物を乾

燥させる。 

なお、紫外線消毒は効果的な光消毒法だが、現場では使用できないため除外

した。 

 



※消毒 

 生存する微生物を殺滅・除去し、減少させることによって、微生物の感染能力を奪う

こと。類似の用語に「滅菌」があるが、これは全ての微生物を完全に死滅させること

である。 

※日光消毒 

 太陽光の赤外線による乾燥作用での消毒法。地上に到達する紫外線の波長は 290～

380nm であり、殺菌作用がある紫外線（290nm 以下）は地上に到達しない。したがって、

日光消毒は、消毒薬や熱消毒と比べて消毒効果が不確実である。 

 

（３）現場作業における対策 

浄化槽の現場では、流入管きょ及び浄化槽本体の汚水・汚泥、それらの飛散

したものが、①手指・頭髪・顔等人体の露出部分、②衣服、③用具などに付着

して、感染症の感染源となる危険性が常に存在する。感染源の遮断や消毒を考

慮した、浄化槽の作業現場における予防対策は次のとおりである。 

１）専用着などの着用 

感染経路の遮断のため、作業中は人体の露出部分を可能な限り少なくするこ

とが重要である。このため、作業専用の作業着、頭髪の保護のための作業帽、

手指の保護のための手袋、作業靴を着用する必要がある。経口感染防止用マス

クや目の保護用ゴーグル等も必要に応じて使用する。 

２）手指などの洗浄と消毒 

感染経路の遮断のため、手指の石けんによる洗浄と適切な消毒薬による消毒

は必須であることはいうまでもない。各現場における作業終了時に、これらの

措置を実施してから作業車に乗車することが望ましい。また、手指の消毒のた

めには、噴霧型の消毒薬液のほか、ウェットティッシュなどの消毒用品は持ち

運びに便利で携行しやすい。手指の洗浄・消毒ができないような場合、ディス

ポーザブルの手袋を利用すれば、感染源から遮断できる。 

1 日の作業の開始前と終了時に、石けんによる手指の洗浄と消毒を必ず行う。

汚水、汚泥が付着した場合の洗浄と消毒は当然であるが、一見して手指が汚れ

ていない場合でも、手指の洗浄と消毒を行う習慣をつける必要がある。うがい

の励行も、経口感染リスクの低減に効果的である。 

３）専用着と用具の洗浄と消毒 

作業着は定期的に洗濯を行い、日光のもとで十分に乾燥（日光消毒）させる

必要がある。洗濯にあたっては、専用の洗濯機を使用し、日常の衣類と接触さ

せないことで、感染予防効果が高まる。 

作業終了後、専用着などが著しく汚れた場合には洗浄・消毒を必ず行う。わ



ずかな汚れなら、消毒剤を噴霧する。消毒剤の噴霧では十分な換気に心懸け、

消毒薬を吸い込まないよう注意する。 

衣服、靴、帽子の汚れが著しいまま、作業車に乗車することは避ける。見逃

しやすいことだが、作業靴の底部や溝に付いた土壌や汚泥も感染源を媒介する

ため、作業終了時に十分に洗浄する必要がある。また、作業用具は作業終了時

に洗浄し、個々の作業現場ごとにも十分な対策を実施し、次の現場や移動先に

汚れを持ち込まないよう、さらに車両も汚染しないように気をつけなければな

らない。 

このように、浄化槽従事者は絶えず感染の危険にさらされていると認識して、

適切に対処することが重要である。現場作業が原因となって感染症の被害を受

けたりすると、感染者本人以外にも周囲に迷惑をかけ、専門技術者としての能

力も問われることになる。 

 

 


